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■ 1 ．はじめに～「生涯現役社
会」の意義

　今を生きる私たちはどのような時代を歩
み、そしてどのような未来に向かっていくの
か。日本は明治期の3400万人から2008年の 1
億2800万人まで人口を急増させ、社会の規模
の拡大と成長を実現してきたが、現在の少子
化の動向が大きく改善されない限りやがて
2100年ごろには昭和初期の頃の人口規模に戻
る見通しだ（注 1 ）。ただ、これは単純に昔の

社会に戻るというわけではない。人口の構造
が大きく異なる。1920年当時は子供・若者

（ 0 ～19歳）が46.2％、現 役（20～64歳）が
48.6％、高齢者（65歳以上）が僅か5.3％であ
ったのに対し、2050年以降は子供・若者が 1
割、現役が 5 割、高齢者が 4 割を占める社会
が常態化していく。このようにゆっくりとそ
して大きく変わる社会の構造変化の中で、い
わゆる「坂の降り方」が見えずに戸惑ってい
るのが現状と言えよう。
　こうしたなか、日本の未来にとって明らか
に必要とされる重要な社会政策がある。それ
は、「生涯現役社会の実現」である。年齢に
関わらずいつまでも社会とつながり活躍し続
けられる社会であり、直近の高齢社会対策大
綱（注 2 ）においても、目指すべき社会の優先
課題の第一に挙げられている。社会にとって
は、人口減少下で一人でも多くの高齢者が社
会の支え手として活躍されることが望ましい
ことは言うまでもないが、高齢者本人（個人）
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にとっても、年齢に関わらずいつまでも社会
の中で様々な形で参加及び活躍し続けること
の利点は大きい。多くの既往研究からも社会
とのつながりの継続は健康長寿に大きく寄与
することが明らかであり、収入を得られる就
労の形であれば経済的な安心にもつながる。
　なお、生涯現役社会については、高齢にな
ってまで働くことを強いるような趣旨では決
してない。あくまで本人の意思や希望に適う
形で社会の中で就労あるいは地域活動等を通
じて活躍し続けられる社会を意図している。

■ 2 ．高齢者の就労及び社会参
加の現状

　日本の未来にとって必要と考えられる「生
涯現役社会」であるが、その現状はどうであ

ろうか。まず就労に関しては、2014年以降近
年に至るまで働く高齢者の割合は緩やかなが
らも増えてきていることが確認できる（図表
2 ）。これは労働市場全体に見られる人手不
足の影響、高齢者の雇用拡大をはかる政策的
誘導効果、また高齢者の体力的な若返りを背
景とした高齢者自身の意識の変化等による結
果と推察している。この点、上昇傾向にある
ので良いではないかとの見方もできなくはな
いが、どうだろうか。例えば、65-69歳であ
れば体力的にもまだまだ十分に活躍が期待で
きるが約半数は働くことができないとの見方
もできる。70-74歳でも約 3 人に 1 人しか働
くことができない現状にあり、社会としての
改善余地は多分に残されていると考える。
　他方、就労以外の地域活動等の状況はどう
か。2022年の 1 年間で地域におけるボランテ

（図表 1）日本の人口構造の変化（1920～2100年）

（資料）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2025年改訂版）」
及び「日本の将来推計人口（令和 5 年推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果より作成
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ィア活動、NPO活動、町内会・自治会・PTA
などの地縁活動、その他の市民活動を行った
かどうかを聞いた結果では、図表 3 で確認で
きるように行っていない人の方が多い。60代
では約 6 割（男性63.7％、女性56.4％）、70・
80代では約半数（男性43.9％、女性49.1％）
が活動を行っていない現状にある。
　さらに、筆者が2023年に全国の65～74歳男
女3000名を対象に就労と地域活動の状況を合
わせて聞いた調査（注 3 ）でも、約半数（47.5％）
は仕事も地域活動も行っていないことが確認
できた。
　人生100年時代を背景に、長く働くこと、
社会の中で活躍し続けることを推奨する政策
メッセージやメディアの発信が近年増幅して
きたものの、現状を確認する限りそこまで大
きな変化（改善）は起きてはいないのが実態
ではないだろうか。したがって、生涯現役社

会の実現はまだまだ道半ばの状況にあると言
わざるを得ないところである。
　では、就労にしても地域活動等にしてもな
ぜ行う（行える）高齢者が増えないのだろう
か。もちろん健康面や家庭の問題（介護等）
で活動できない、あるいは本人の意思で活動
しない人も含まれるわけだが、活動したくて
も活動したいと思える選択肢（仕事や地域活
動の場・機会）が見つからずできない人が依
然として多いと思われる。社会の側としては
少なくとも活躍したい意思のある高齢者に相
応の活躍の場を提供する努力を続けることが
必要であろう。

■ 3 ．高齢者の社会参加ニーズ
の考察

　そのための方策は様々なことが考えられる

（図表 2）65歳以上の年齢階級別就業率（2014～24年）

（資料）総務省統計局「労働力調査」より作成
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が、検討の出発点として先ずもって行うべき
ことは、そもそも高齢者はどういう選択肢を
望んでいるのか、どういう活躍の場を求めて
いるのか、社会の側がそのニーズをしっかり
理解することであろう。もともと高齢者は多
様であり、高齢期に何をしたいかといった社
会参加に対するニーズも多様なためだ。
　このことについて筆者なりに整理したのが
図表 4 である。仕事または地域活動等を行う
かどうかそれを決定づける主な要因は、「経
済環境」、「経験・キャリア」、「健康状態」と
考えており、そのことを踏まえて高齢者を次

の 3 つの層に区分した。
　Ⅰ層は経済的に困っていない人。基本的に
働く必要がない人だ。逆にⅢ層は生計のため
に働くことが優先される人。その中間に位置
するのがⅡ層であり、この層が大多数を占め
る。これまで多くの高齢者と接してきた経験
をもとにそれぞれの実態やニーズと活動の場
の選択肢を挙げると、Ⅰ層は「健康」「お金

（資産運用）」「楽しみ・自己実現」「社会貢
献」等に関心が高く、仕事・地域活動に関わ
らず、自分に合った活動場所を見つけたいニ
ーズが見られるなか、趣味・サークル、学習

（図表 3）年齢階級別・地域別の社会参加活動状況

※調査対象者：20歳以上、男女3024名／調査期間：2023年 1 月（2022年 1 年間での社会参加活動
有無）

※この調査における「社会参加活動」とは、地域におけるボランティア活動、NPO活動、町内
会・自治会・PTAなどの地縁活動、その他の市民活動を指す。

※地域別データは、20歳以上全体の結果
（資料）厚生労働省「令和 4 年度少子高齢社会等調査検討事業」報告書より作成
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活動、ボランティアやイベント参加といった
地域活動が求められやすい。他方、Ⅲ層は、
仕事の場を求めることが優先され地域活動ま
での余裕がない人が多い。
　そして注目すべきがⅡ層であるが、当該層
は、まだまだ活躍できるし“何かをしたい”
が、そうした場や機会を見つけられないし、
自分が何をできるかもわからない、という状
況にある。ただ、①自分が役立てる、感謝さ
れるような仕事や活動、②マイペースで無理
なくやれる仕事や活動、③楽しみがある仕事
や活動、④通いやすい、参加しやすい仕事や
活動が共通して確認されるニーズである。こ
のニーズに対する選択肢は幅広く考えられる
ものの、特に多くの声を聞くのが、次の 2 つ
の選択肢だ。一つは、「福祉的就労」と称す
る就労とボランティアの中間に位置付けられ
るような仕事・活動である。現役時代、勤め
る企業や団体のために精一杯働いてきたな
か、リタイアした後はどちらかと言えば、人
のため、社会のために協力できる、貢献でき
るような福祉的意味合いの強い仕事・活動
だ。また負荷ができるだけ少ない「小さな仕
事・活動」が好まれやすい。もう一つは、

「フリーランス」として活躍できる仕事や活
動である。会社勤めだった人からは「もう雇
用されたくない」という声が多く、より自由
度高く活動するためにもこのパターンを求め
る人が多い。

■ 4 ．高齢者の社会参加支援策
の課題

　以上の実態（ニーズ）に照らし、社会の側
の対応はどうであろうか。様々な課題が考え
られるがここでは次の 3 つのことを指摘した
い。
　一つは、選択肢がとにかく少なすぎる。特
に就労（仕事）に関しては極めて大きな問題
である。上記に挙げた福祉的就労という選択
肢もまだまだ拡大余地が大きい。これは民間
の企業サイドで拡げるというよりかは、自治
体や関係機関が中心となって、公共サービス
や介護・福祉、子育て、教育等の分野で開
拓・創造されることが望ましい。さらにタス
クを細分化した「小さな仕事」の方が高齢者
のニーズは大きい。
　二つは、選択肢の提供方法における縦割り
の問題である。自治体をはじめ社会の側から
発信される情報は仕事と地域活動等は別々で
あり、地域活動の中でも生涯学習やボランテ
ィア、趣味やスポーツ等、情報がバラバラと
なりがちである。個人の立場からすれば、何
をしたいのかの検討において就労と地域活動
の垣根はないわけで、できれば自宅のある地
域の中で仕事にしても地域活動等にしてもど
のような選択肢があるのか一元的に把握でき
ることが望ましい。
　三つは、高齢者の社会参加支援を包括的に
担う活動の“エンジン”ともいうべき機関が
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地域（自治体）の中にあるようで“ない”こ
とである。選択肢の開拓にせよ、情報の一元
的な把握にせよ、情報発信からマッチングを
支援することにせよ、誰かがその役割を担っ
て行動しなければ、何も生まれない。まさに
絵空事になる。このエンジンともいうべき組
織をどのように実装できるかが、高齢者の社
会参加の促進、生涯現役社会の実現の鍵を握
ると考えている。

■ 5 ．生涯現役社会の実現に向
けた 2 つの期待

　こうした課題に対してどうしていけばよい
かということであるが、最後に筆者も深く関

わっている 2 つの取組みについて期待を述べ
たい。
　①�　厚生労働省「生涯現役地域づくり環境
整備事業」の全国展開

　上記の課題に対して国はどうしているかと
言えば、決して何もしていないわけではな
い。成果はともかく生涯現役社会づくりに向
けた政策は厚生労働省を中心にこれまでも名
称を変えつつ打ち立ててきている。直近の政
策は2022年から展開されている「生涯現役地
域づくり環境整備事業」がある。これはまさ
に活動のエンジンを地域に実装するための取
組みで、地域（自治体）が中心となって、地
域にある関係団体（雇用者団体）と協議会を
形成し、高齢者の就労や社会参加を支援する

（図表 4）高齢者の社会参加ニーズと選択肢の関係整理

※上記はあくまで筆者の私見である。
（資料）筆者作成
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取組みを包括的に行っている。事業期間は 3
年間であり、これまで終了した地域も含める
と14の地域（自治体）でこの事業が展開され
た（している）。ただ、展開地域が少ないこ
とや（自治体からの手上げ方式）、事業終了
後も財政的に継続できる成功モデルを見出せ
ないことなどから、これから成果が期待され
る政策と言える。いずれにしても生涯現役社
会の実現に向けた重要政策であり、今後の展
開に期待しているところである。
　②�　シニア向けの地域の学校（湘南ライフ
デザインスクール）の全国展開

　もう一つは、シニア向けの「地域の学校」
である。高齢者は仕事にせよ地域活動にせよ
新たな一歩を踏み出す時、いきなりというの
は二の足を踏みやすい。新たな場に踏み出す
には、まず「自分を知る（何ができそうか）」

「地域を知る」といった「学び」から入って、
地域や人との「つながり」を創り、そして、
自分にあった場に進んで「活躍」する、とい
う一連の流れ（ステップ）が有効であり、高
齢者にとってよりスムーズで最適な新たな場
を見出しやすい。これはカルチャースクール
など、関心のある人だけが集まる場ではな
く、小学校・中学校のように当たり前のよう
に地域にある「学校」をイメージしている。
かねてからこうしたコンセプトを有した学校
が必要と考えてきたが、ついに2026年 4 月に
神奈川県茅ヶ崎市にその学校を仲間とともに
創設することができた。「湘南ライフデザイ
ンスクール」という名称である。文教大学湘

南キャンパスをお借りし、 4 ～ 3 月まで 1 年
間、毎週金曜日に講義等を行う。 1 年間の学
びや体験等を通じて、自分を問い直し、そし
て自分にあった新たな活躍の場を見つけても
らうことを志向している。受講生の平均年齢
は65歳、33名がこの春からこの学校に通って
いる。大学で新たなキャンパスライフを楽し
めるというところにも魅力がある。スタート
したばかりではあるが、今後、こうしたシニ
ア向けの学校を全国に広げていきたいと考え
ている。

　以上、総論的な内容に止まるが、日本の未
来にとって、一人ひとりの将来にとって、生
涯現役社会の実現は必然なことだと考える。
上記の政策や学校のことだけではなく、どう
すればそうした社会を実現できるか、あらゆ
るアプローチが数多く提案されていくことを
願う次第である。

（注 1 ）国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料

集（2025年版）」より
（注 2 ）2024年 ９ 月に閣議決定された高齢社会対策大綱

（ ６ 年ぶり ５ 回目の改訂）
（注 3 ）公益財団法人長寿科学振興財団 令和 ４ 年度長寿

科学研究者支援事業「長生きを喜べる長寿社会実現研

究支援」「貢献寿命延伸への挑戦！～高齢者が活躍す

るスマートコミュニティの社会実装～」プロジェクト
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